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1. はじめに	 
1-1 研究の背景と目的	 
	 高度経済成長期に整備された大量の公共施設

が，現在，老朽化して施設更新が迫られている。

しかし，自治体の財源は限られており，施設更新

費の削減が課題となっている。そこで施設の有効

活用や長寿命化，保有面積圧縮を図った再編方法，

または民営化が模索されている。	 

	 習志野市では，築30年以上の施設が70％以上を

超え老朽化が深刻化しており,また少子高齢化に

よる人口構成の変化から将来的なニーズに対応

する再編が求められている。そこで習志野市再生

計画では，保有面積総量の圧縮と地域拠点の形成

を目指して「駅圏域」を利用した施設再編が進め

られているが，この圏域設定が適正であるか検討

されていない。	 

	 本稿では，「駅圏域」の場合と「中学校区」の

場合の施設再編を比較し，現在の整備水準を保ち

ながら，地域住民の活動が持続可能となる圏域を

模索し明らかにする。	 

1-2 研究の方法	 
	 はじめに，各圏域がどのように設定され，地域

住民に馴染みがあるかを把握し，「駅圏域」また

は「中学校区」と他圏域の関係を比較する。次に，

再編の対象施設における現有面積を保つことで

整備水準を維持するとして，再編後の施設規模は

総現有面積を圏域の個数で等分し，その大きさを

検討し比較する。最後に，公共施設と地域住民の

近接性，公共施設の拠点性という視点から圏域の

大きさを検討し比較する。	 

	 研究のデータは，習志野市役所の協力とヒアリ

ング調査より得る。	 

1-3 研究の対象	 
	 施設配置エリアを模索するにあたり，習志野市

が再生計画の対象とする公共施設について目的

別分類を表1に示す。習志野市の様な東京郊外の

住宅地域における生活には，教育・自治・福祉が

大きく関わる。そのため本研究では，学校教育と

社会教育の施設を対象としている。福祉について

は民営事業者と連携して設置・運営されることも

あり，公共施設の枠組みで検討することが困難で

あるため本研究対象からは除く。この条件のもと

対象施設一覧を表2に示す。少子化で余剰面積の

発生が見込まれる学校教育施設に社会教育施設

を複合化し拠点を図る再編方法を進めるととも

に，設定する圏域を模索する。	 

	 

表1	 目的別の公共施設分類	 
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表2	 対象施設一覧	 
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2. 「駅圏域」または「中学校区」と他圏域との	 
関係	 

	 習志野市では，「1小学校区1コミュニティ」を

基本として地域コミュニティを編成しているが，

実際は，図中の色がついた区のみがほぼ形が一致

しており,図1に示すコミュニティ区が14，図2に

示す小学校区が16となっている。現在は，コミュ

ニティ区が「まちづくりの最小単位」として設定

されており，活動する地域住民にとっても馴染み

がある圏域となっている。	 

	 小学校区は，コミュニティ区と領域が重なって

いる他，区立の学校に通う児童のつながりから親

同士のつながりを生む可能性があるので，コミュ

ニティ区と同様にまちづくりの基本単位となる

といえる。	 

	 図3に示す駅圏域は，習志野市が高齢者福祉や

地域福祉等の圏域設定として利用している。この

圏域は，京成本線の谷津駅・京成津田沼駅・京成

大久保駅・実籾駅とJR新習志野駅を中心とした5

圏域がコミュニティ区を合成する形で領域設定

されているが，習志野市の施策上設定した圏域で

あるため地域住民には馴染みがない。	 

	 中学校区は現在7区設定されているが，本研究

では少子高齢化にともなう学校の必要面積推移

から学区再編を行い，図4に示す6の中学校区より

考察する。中学校区は学校区分としてだけでなく	 

	 

	 
図1	 コミュニティ区	 

 
図2	 小学校区	 

習志野市の施策上でも利用されている。他の圏域

とは必ずしも一致せず，コミュニティ区や小学校	 

区を分断する形になっているが市民には馴染み

があり，小学校区と同様，学校に通う生徒のつな

がりと親同士のつながりを生む可能性がある。	 

	 

	 
図3	 駅圏域	 

	 
図4	 中学校区	 

コミュニティ区

中学校区

 
図5	 コミュニティ区と中学校区	 

	 

3. 再編後の施設規模における比較	 
	 地域住民へのサービスを維持しつつ保有面積

総量を圧縮する方法としては，利用率の低い室を

なくす・室の多機能化を図る等が挙げられるが，

最良の方法はまだはっきりしていないのが実情
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である。そこで公民館・類似施設（コミュニティ

センター・ゆうゆう館・勤労会館・藤崎青年館・

あずまこども会館）と図書館において，それぞれ

の総現有面積を圏域の数で等分し，各圏域の学校

教育施設に複合して現在の総量を維持すること

として比較する。	 

	 駅圏域と中学校区でそれぞれ等分する場合の

再編施設規模を表3に示す。駅圏域の合計面積は

2,530㎡，中学校区の合計面積は2,108㎡となる。

これらは学校の必要面積推移において発生する

と見込まれる余剰面積に複合が可能な大きさで

ある。駅圏域と中学校区で各施設の面積を比較す

ると，公民館は約300㎡，図書館は約100㎡の差が

ある。現在の施設と比較すると，公民館は面積が

大きくなるが，図書館は小さくなる。そのため，

公民館と類似施設がまとまり，今後は，公民館の

室機能を精査することが考えられるが，図書館に

ついては図書の分散，あるいは余分な重複が考え

られる。これについては，全施設を管理する中央

館を設置することで対処することが望まれる。	 

	 

表3	 現有面積を等分した再編施設規模（㎡）	 
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4. 近接性と拠点性からみる圏域の規模	 
	 3章で示す再編施設規模が複合可能な余剰面積

を持つ学校教育施設を抽出し，駅圏域は駅に近い

学校教育施設，中学校区では面積重心に近い学校

教育施設を各圏域で選定して拠点施設から居住

地までの最長距離を図6と図7に示す。中学校区に

ついては，一つの学校教育施設に複合できない区

があるため本研究で最良案と判断した配置計画

を用い,	 2校で拠点施設とする場合は距離が長い

方を最長距離とする。	 

	 駅圏域では最短距離が1.40km，最長距離が

2.97km，平均距離が2.01km，中学校区は最短距離

が1.05km，最長距離が2.40km，平均距離が1.81km

となっている。	 

	 駅圏域は，全ての圏域で一つの学校教育施設に

複合できるので拠点施設として地域住民が利用

できる可能性がある。しかし余剰面積の関係上，

一番近い学校教育施設が選定されていない場合

もあるため駅から遠くなる拠点施設もある。また，

駅に一番近い学校教育施設を選定しても最長の

居住地まで2kmを超える圏域もある。中学校区は

二つの学校教育施設に複合している場合もあり，

その区では拠点性が劣るが，拠点施設から各圏域

までの最長距離は全体的に短くなっており，利用

しやすい距離に留まっていると考えられる。	 

	 次に，図6と図7で選定した拠点施設において

1kmと2km圏域を図8と図9に示す。駅圏域では拠点

施設から2km圏内に含まれない居住地がでてくる。

加えて，市全体でみると施設配置に偏りがあり，

1kmと2km圏域の重なりがある。これにより利用が

不便となる可能性が考えられる地域住民が市の

中心部と東部に多くみられる。そのため駅圏域の

近接性は低いといえる。中学校区は居住地が全て

2km圏内に含まれ，その大部分は1km圏内に含まれ

ているので，充分に近接性が確保できるといえる。	 

中＋公＋図
小＋公＋図

中学校
小学校

1.40km

1.42km 2.54km
1.76km

2.97km

	 
図6	 駅圏域で駅に近い	 

複合可能な学校から圏域までの最長距離	 

中＋公＋図
小＋公＋図

中学校
小学校

1.05km

1.57km

1.82km

2.12km

1.92km

2.40km

	 
図7	 中学校区で面積重心に近い	 

複合可能な学校から圏域までの最長距離	 

中＋公＋図

1km

小＋公＋図

中学校
小学校

2km

	 
図8	 駅圏域で駅に近い	 

複合可能な学校から1km圏域・2km圏域	 
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中＋公＋図

1km

小＋公＋図
公＋図

中学校
小学校

2km

	 
図9	 中学校区で面積重心に近い	 

複合可能な学校から1km圏域・2km圏域	 

	 

5. まとめ	 
	 「駅圏域」と「中学校区」におけるメリットと

デメリットを下記にまとめる。	 

⑴駅圏域のメリット	 

・	 駅近辺に拠点施設が再編できると仮定する

と，交通の利便性が良い。	 

・	 学校教育施設の余剰面積で再編できる可能

性がある。	 

・	 機能が集約した拠点施設として地域住民が

利用する可能性がある。	 

⑵駅圏域のデメリット	 

・	 学区と異なるコミュニティ区の合成により

形成されているので，圏域全体のつながりが

薄く，地域住民に馴染みがない。	 

・	 複合可能な学校教育施設を選定すると，必ず

しも駅近辺に拠点施設を配置できない。	 

・	 近接性が低く，拠点施設から居住地までが

2km以内に含まれない地域があり，最長距離

が約3kmある。	 

・	 市全体でみると施設配置に偏りがあり，地域

住民の利用が不便となる箇所がある。	 

⑶中学校区のメリット	 

・	 学区と一致するので，生徒同士のつながりと

親同士のつながりがあり，地域住民に馴染み

がある。	 

・	 学校教育施設の余剰面積で再編できる可能

性がある。	 

・	 全域が2km以内に含まれ，近接性が高い。	 

・	 近接性のある拠点施設として地域住民が利

用する可能性がある。	 

・	 いくつかの地域で，機能が集約した拠点施設

として地域住民が利用する可能性がある。	 

⑷中学校区のデメリット	 

・	 他の圏域と必ずしも一致しない。	 

・	 必ずしも1施設に複合できない。	 

	 今後，少子高齢化が進むに連れ公共施設までの

アクセス方法は重要な課題となる。そこで交通の

利便性を図った駅圏域による施設再編は有効で

あると考えられるが，実際には，場所によっては

駅から居住地までが遠く利用が不便となる地域

住民がでてくる。総合的に評価すると，必ずしも

一施設とはならないが，市全体の地域住民が利用

できることを考えると，中学校区が望ましい圏域

であると考えられる。	 
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